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2026年６月11日 

各 位 

会 社 名 S A A F ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 

代 表 者 代 表 取 締 役  社 長 執 行 役 員 左 奈 田  直 幸 

 （コード：1447、東証グロース）

問合せ先 上 席 執 行 役 員 経 営 管 理 本 部 長 宗 宮  伸 英 

  （電話番号：03‐6770‐9970）

 

特別調査委員会の調査報告書（最終報告） 

受領に関するお知らせ 

 

当社は、2026年３月３日付適時開示「特別調査委員会設置に関するお知らせ」で公表いた

しましたとおり、当社の元代表取締役社長である前俊守氏（以下「前氏」といいます。）ら

の会社財産の私的流用等の疑いにかかる事実関係（以下「本件事案」といいます。）につい

て、当社から独立した中立かつ公正な外部専門家のみで構成された特別調査委員会（委員

長：弁護士 番匠 史人、ひふみ総合法律事務所）により、調査を実施されております。同年

４月20日付適時開示「特別調査委員会の調査報告書（中間報告）受領に関するお知らせ」に

て公表いたしましたとおり、特別調査委員会の調査報告書（中間報告）を受領いたしまし

た。 

当社は、本日、特別調査委員会より調査報告書（最終報告）を受領いたしましたので、下

記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１. 特別調査委員会の調査結果（最終報告） 

特別調査委員会の調査結果（最終報告）につきましては、添付の「調査報告書（最終報告・

公表版）」をご覧ください。 

調査報告書（中間報告）の結果から、その後の特別調査委員会の調査を踏まえ、前氏らの経

費の私的流用や社内手続上の不備が認められる経費使用の件数・金額等が確定したほか、件外

調査の結果、当社グループの他の役員らにおける経費の私的流用や社内手続上の不備が認めら
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れる経費使用等が認められたことについても記載がされております。また、発生原因分析およ

び再発防止策の提言について記載がされております。  

なお、上記調査報告書（最終報告・公表版）につきましては、プライバシーおよび機密情報

保護等の観点から部分的な非開示措置を施しております。 

 

２. 今後の対応について 

当社は、特別調査委員会の調査結果および提言を真摯に受け止め、再発防止策の提言に沿っ

て具体的な再発防止策を策定し、コーポレートガバナンスの強化およびコンプライアンスの徹

底を行ってまいります。具体的な再発防止策等につきましては、可及的速やかに公表する予定

です。 

なお、特別調査委員会の調査結果に基づき、過年度の業績への影響を検討いたしましたが、

影響が極めて限定的であることから、過年度の有価証券報告書、半期報告書および決算短信の

訂正の予定はございません。 

 

株主、投資家をはじめ、取引先および関係者等のステークホルダーの皆様に、多大なるご

迷惑とご心配をお掛けしますことを深くお詫び申し上げます。 

以 上 
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